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国・地方公共団体の公会計及び公会計改革すなわち統一的な公会計基準の設定と公監査基準
の設定，制度の確立が論じられている。公会計・公監査制度の先進国においては制度が確立し
ており，公監査の領域については，業績(行政成果)公監査の精級化が推進されている。しか
し我が国においては，公会計・公監査制度改革の進展が遅れている。そこで本稿では，公監査
制度の最先端である業績公監査が，伝統的会計監査機能の拡張すなわち独立的経営監査への指
向形態として現れた経緯を管見し，この理論的基礎が.業績公監査そして広義の業績公監査で
ある公経営監査と同一基礎にあることを示す。そして我が国で求めるべき業績公監査体系と実
践基準構築の課題を提示することとする。
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1.外部指向的業務監査
ノfックリー (J.w.Buckley)は，監査主体に会計士を設定して業務監査を論述した。すなわち，
歴史的には 1950年以来，公共会計事務所 (publicaccounting firms)はマネジメント・サー
ビス"への能力の増加を展開してきており，経営 (management)または業務監査 (operational
auditing)に注意を向け始めた(1)。このような業務監査は，概念的には「完全監査 (complete
audit) Jであり，それは，一つの課題について相互関連的な局面のすべてを検討し業務監査
の目的は，改善のための観点に基づいて経営組織 技術，実行を評価としようとするものであ
る。この意味でそれは，建設的監査 (constructiveaudit)であると考えられるであろうとす
る。パックリーは，業務監査の特質を外部業務監査として主張する。業務監査は，内部監査の
拡張として展開されあるいは，それは，独立的分析家によって遂行される。両者の基本的な原
理は，両立する。外部業務監査 (externaloperational auditing)は，経営者の内部計画につい
て欠陥的な資源活用があるところに適用され独立的で客観的な評価が内部業務監査 Gnternal
operational auditing)の代りになされる場合，あるいは外部評価が内部監査に加えてなされる
場合に実施されるとする。かくしてパックリーは 外部業務監査に焦点をあてて伝統的および
業務監査の比較を<図表1>のように示す (2)。
<図表1>伝統的監査と業務監査の比較
特徴 伝統的監査 業務監査
l. 目的 財政状態および管理につい 経営管理方法および実行の
ての意見表明 評価と改善
2.範囲 財務記録 相互関連的経営機能
3.方法 会計技能の強調 相互関連的技能の強調
4.時間的方向 過去 将来
5.正確性 絶対的 相対的
6.受取人 外部…株主，政府，公衆 内部・・・経営者
7.実現 現実 潜在的
8.必要性 法的必要性 任意的
9.実務性 原始的 近代的
10 触媒性 伝統的 実証的，直観的
このようにパックリーによれば，業務監査は 伝統的監査にとって代るものでなければなら
ないということではなく，事実，業務監査は，伝統的な監査の自然的な拡張でありうるのであ
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るとされる。かくして，公共会計士の拡張されたサーピスを議論する際には， 2つのすなわち
マネジメント・サービスと業務監査の現在の実務の領域との聞を区分することが有用であると
する。これらの実務の聞の境界は狭いものであろうがそこには重要な理論的な差異がある。本
質的にはマネジメント・サービスは，特定の課題について経営者に助言を与える活動を提示
するものであり，一方，業務監査は，一般的観点による経営の評価に関連するものである (3)。
このようにパックリーによれば，業務監査主体の適格者は，会計士であるとし公共会計士は，
このようなサービスが異なるべきものであること，および次のような理由によって依頼人に対
してより良いサービスを提供することが可能で、あるということを確信する故にコンサルテイン
グ・サービスを拡張するとした。(1)依頼人の経営および人的組織について精通している， (2) 
その勧告について税務および、監査への合意を知覚することが可能である。このような業務監査
は，パックリーによれば，伝統的な監査計画に関連した領域の検査から始以公共会計士は，
現在の財務報告書の証明と同様の方法で客観性および責任性という形で経営の遂行状況を「証
明 (attest)Jすることになるであろうとする (4)。かくして，独立的公認会計士Cindependent
CPA)の業務が，依頼人の内部情報システムを本格的に包含することになるならば，その証
明機能は，拡大され.資料の信頼性 諸経営計画の実行の良好性，意思決定の健全性について
トップマネジメントに保証を与える意見表明をすることになる。従って CPAは，ある組織が
選択的な意思決定の際に「一般に認められた経営管理の基準 (generallyaccepted managerial 
standards) Jに準拠しているか否かについて証明することが可能となる基準および判断基準を
展開することになるとする。以上，パックリーの所論は，会計士を積極的に業務監査人に関与
させることにより，独立的業務監査の証明を試みようとするものであるが，その本質は，経営
者に対するものと理解され，外部独立監査の課題を充足することを意図しているものではない。
換言すれば，パックリーの所論は，マネージメント・サービス的な業務監査であり，業務監査
の発生史的形態であるが このような考慮の後に展開される外部業務監査および経営監査への
蔚芽がそこに見られることに注目すべきである。
次にリンドパーク(R.A.Lindberg) とコーン (T.Cohn)の所論は，パックリーの所論とは
異なり，所謂，外部監査的な業務監査 (operationalaudit: OA)を指向しているものと言えよう。
リンドパークとコーンによれば，監査には3つの主要な形態があり， (l)証明あるいは財務
監査， (2)内部監査， (3)業務監査および類似の業務および経営監査であるが，業務監査は，
財務および内部監査とは，実務的に別個のものとしてみる (5)。そして，経営監査の意義を見
い出すことは困難であり 実務家の間で明白に認められている定義は 存在していなし、業務
監査は一般に会計機能の考慮以上の財務監査の拡張として自然的に展開され，企業の財務的記
録において量的に早晩示される非財務的な活動について処理する。経営監査は，経営者の責任
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遂行の必要性から発生したものであると，リンドパーク，コーエンは述べ，その理由を経済社
会動向から分析して経営者の情報不足によるとしている。経営監査は，そのような知識情報
を提供するために発生したものであり，情報提供方法の伝統的な範囲と現代の企業の状況との
ギャップを満たすために生起したものであるとする。そして，それは，問題を解決し改普を
確実にするプロセスに関連をもつが，それは，そのプロセスの一部分であってはならない。言
い換えれば，業務監査は，これらの欠陥を知何に修正するかについて示唆を提示するものでは
なく，企業の欠陥を発見する手段である。これとは反対に，大抵の内部監査人は，欠陥の立証
およびそれらの修正についての勧告の両方について責任を持つのである。業務監査の業務は，
重要な問題を発見し，立証し，それが正確に明示された時終了されなければならず解決策を示
す余地はないとしてマネジメント・コンサルテイングと業務監査の区別を改善への勧告という
観点からリンドパーク，コーンは明確に区別している。つぎに OAの特徴は，基準に対して
測定されるものであるということである。業務監査人は.経営者が依存し得る勧告を提示し得
る地位におかれ得ない。その理由は，第lに，業務監査人は，全体的に調査していない.すな
わち実質的には試査である。第2に，監査の調査段階で問題点を確定し.経営者の意思決定を
可能にする。第3に，典型的な監査人の場合には，経営者が信頼を得る解決策を提示するため
の必要な知識を保持していないからである (6)。すなわち.業務監査の主たる任務は，確認し，
検証しそして報告することであって勧告することあるいは解決策を提示することではない。こ
のような特質により，単に業務職能および管理職能に「監査」という用語を単に適用している
にすぎないものとして監査という用語の正確的な使用を示唆している。独立性についてはつぎ
のように述べる。内部監査人の独立性の程度は異なっており，内部監査人は，決して経'日'者の
希望に関しては，完全な独立性は勿論持ち得ない。それ故，内部監査人は，特定事項の勧告あ
るいは修正への計画を提示するようしばしば命令されることになる。業務監査人の役i1flが明ら
かでない場合や組織および手続と特殊に混合されている場合には このようなことが非常に起
きやすくなる。他方，その役割が明らかである場合，監査人は，特別に命ぜられなければ勧告
を作成することが期待されないのである。ここで改善のための勧告が独立性に影響を及ぼすこ
とについて論究している。すなわち，業務監査人は，評定水準以上に OAの任務を持たせる
ことについては，積極的に抵抗しなければならない (7)。かくしてリンドパーク，コーエンは，
三種の監査と経営コンサルティングの特徴について<図表2>の加く比較する(この表は主な
もののみを引用している)(8)。
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<図表2>各種監査とコンサルティングの比較
業務監査 秒主 (CPA)監査 内部監査
マネジメントコ
ンサルテイング|
主たる目的 計画の履行およ 会計情報の完全 管理統制の有効 指向される結果
ぴ健全な企業経 性を評価するこ 性を測定し評価 を作成すること
営の要求につい と すること
て検証するこ
と。すなわち発
生している問題
あるいは改善に
対する機会を公
告すること
基準に対する測 yes yes 主として 必ずしもそうで
，疋. はない， しばし
ば新しい方法に
着手する
用いられる測定 企業あるいは産 一般に認められ 企業の政策と目 各問題への特殊
基準 業の標準 た会計原則 標管理技術 の必要性
独立性 yes: OAは問題 yes:監査の独 部分的:しばし yes:新しい問
を解決したり， 立性は CPAに ば勧告を結果 題に関してなさ
解決策を履行す 必5頁である し，監査人は自 れた勧告の履行
るものではない 身の業務に出会 から生ずる問題
つ についてはno
外部者および経 no yes no 特殊の状態を除|
営者への意見 外してno
保全的・建設的 主として 非常に大きい 主として 必ずしも第 lの|
サービス.管理 目的ではない
の評価
処理 企業のすべての 主な物理的およ 経営の多くの程 一般的に特殊な l
測定し得る局面 び財務的資産 度と経営管理 領域および問題
問題の定義と改 専ら no なかんずくそう なかんずくそう
善のための機会 である である
代替案の調査: no no しばしば ほとんど常に
代替案のテス
ト:最良の解答
l の選択
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問題の解決 no:不十分の時 no:責任の区分 yes:問われな yes:主t.::t -Ij-1 
間:個人的に専 ではない い時 ピス
門家ではない
規則的に遂行さ yes yes 必ずしもそうで 恐らくほとんど
れる機能 はない そうではない
企業の発展性と 間接的 :OAは no:目標は財務 yes.問題の発 yes:改善のた
の関連 検証するがしか 諸表の意見を与 見と問題を解決 めの機会の検証
し改善のための えるために監査 することは機能 と利用は外部コ
機会をいかに開 が遂行されるの の一部分と考え ンサルタントの
発するかを述べ が限界である られる場合 特徴である
ない
以上，リンドパーク，コーエンの主張は，比較表からも明らかのように，内部監査とは区別
される体系である。これは経営者のための業務監査であり，経営の独立的監査とは異なるもの
であり，外部的なあるいは独立的な経営監査へのかけ橋的な体系と理解すべきである。
2.監査機能概念の拡張
A.A.A (アメリカ会計学会)の基礎的監査概念の報告書 (ASOBAC)等の論述によって伝
統的監査機能からの監査機能の拡大に本質的な問題点に付加されて次のような議論が提示され
た。すなわち例えば経営監査については. (1)投資家は経営管理に対して独立的証明を希望
しているかどうか。すなわち正確な利益の予測と経営管理の正確な評価について投資家にとっ
て必要なのはいずれであり，証明機能以外に他の可能と考えられる拡張がないかどうか。 (2) 
証明機能の拡張に対するより適当な他の領域がないか，すなわち例えば，経営監査以外の証明
機能の拡張について他の領域がないか (9)。このような基本的な考え方をもとに，カーマイケ
ルは，新しい監査人の監査機能の拡張に対する議論を展開した。すなわち，従来からの「証明
attestJという用語で表わされている保証の一般概念から全く異なった保証，すなわち程度の
異なる保証 (differentlevels of assurance)の必要性を述べ「証明」という用語が，独立的監
査人の役割を論ずるためには最良の用語ではないということを提案した。当時，非監査財務諸
表の範囲内のものは. (1)上場企業の公表する四半期中間財務諸表. (2)財務諸表以外の年
次財務的情報. (3)他の公表財務情報. (4)経営成績の予測. (5)非監査財務諸表であり，
これらの財務諸表は通常，次の理由から監査されない。すなわち(1)情報の利用者が監査に
おいて提示される保証の型の必要性を明らかにしないこと (2 )それらの情報は，年次財務
諸表における情報よりも主観的である. (3)作成・表示・報告の基準が明らかでない. (4) 
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CPAは，監査なしにその情報の結論を表明しないことおよび明らかな基準なくして監査する
ことを望まないは0)。しかしSEC.NYSE(ニューヨーク証券取引所)のような監督機関，財務
新聞や証券アナリストは，監査されていない財務情報に対して独立監査人からの何らかの型の
保証を求めている。しかし彼等が求めている保証の形式は 財務諸表の監査意見と必ずしも同
等ではない。それにもかかわらずASOBACは，監査を定義づけるために保証という新しい形
式についての監査人の機能の拡張に障害を創り出しているとしている(}1)。また確立された判
断基準の役割を.A.A.A委員会は 過度に強調しすぎており 一般に認められた確立された
判断基準は，財務諸表については必要である。何故ならば，これらの財務諸表は，実質的と解
釈的な情報の混合であるから。それ故にまた 財務諸表は，事実と同程度の信頼性には到達す
ることができないことになる。そのような理論的観点から新しい型の情報について，一般に認
められた会計原則に類似した構造を適用するよりも，必ずしもすべての情報が，同じ信頼性の
程度を獲得することが不可能であるということを認識し種々の型の情報について異なった程
度の責任の監査人に課することが必要になる。言い換えれば，現在のCPAは，監査意見の最
大限の保証を与えるかあるいは非監査財務諸表については，否定的な保証をすることのどちら
かに限定していることになる(12)。しかしすべての非監査財務諸表が，必ずしも保証の程度に
おいて同様であるとは限らないといこと，そしてこれらの相違が報告の異なった形式によって
認識されるべきであるとしている。すなわち カーマイケルによれば必要とされるものは.監
査意見よりも小さく，非監査財務諸表という程度よりもより大きい保証を与える形式である。
言い換えれば，あらゆる情報に同じ程度の保証を与えることは不可能であるということである。
かくして財務諸表の利用者は，保証の型式によって異なってくることを期待することとなり，
財務情報についての監査人の保証が，すべて同程度であるとは限らないということになる。従っ
てこの場合には，情報利用者の能力も問題となるということ，そしてそれは解決できるであろ
うということ。また，監査人の責任も段階的になるということに注意しなければならない (}3)。
このことは，また裁判所等が，報告書の役割を監査人の義務として重視していることから，独
立監査人は，その信頼性を付加するという機能において，財務情報の新しい形式に着手するこ
とにならなければならない。しかし情報の証明機能の拡張という観点からこの考え方を把える
ことは望ましいことではない。何故ならば証明とは 歴史的年次財務諸表に適用される時で
さえ，不適当とも思える認可(approva[)という特質を包含してしまうからである。 CPA業務は，
今や曲り角であり，独立監査人として$保証機能を利用して財務諸表の異なった型について異
なった保証を提供するための責任を受け入れるか，あるいは 証明機能にその役割を限定する
かの二者択一を迫られている。しかしこの保証機能 (assurancefunction)を認めることは，
独立監査の将来に，希望をもつことになるとする(1-1)。
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3.経営監査論の展開と課題
前述したように監査機能の範囲は，拡張化しており.機能の拡張の分野には種々のものがあ
るが.公経営監査と関連してその一つの領域である更なる拡張形態としての経営監査論をとり
あげ.その関連と問題点を明らかにする。近年 投資アナリスト・株主および一般公衆から伝
統的な財務諸表を超えて経営管理の評価の要請がおきつつある。パートン(J.C.Burton)によ
れば.経営監査の4つの領域の課題については. (1)経営監査のための判断基準. (2)経営
管理の実施の基準. (3)報告の方法. (4)経営監査の手続と基準の検討がまず必要であり，
その際に重要なことは. (1)客観性および測定可能性. (2)将来事象を取り扱ってはならな
いこと. (3)利害関係者に有用に報告されなければならないことである叩。経営監貨におけ
る報告の基準については.報告書の様式には，経営者が「一般に認められた経営管~Ilの基準」
(generally accepted standards of management)に準拠し，そしてそれを指向していることを
簡単に報告することは実行可能であるが.正確な標準的な報告形式を提示することは，いまだ
早計であるが，その内容は. (1)監査人の監査の性格についての範囲区分. (2)絶対的一相
対的の経営活動の評価の区分. (3)企業の現在の経営手続の評価の区分を記載しなければな
らない(16)。監査証拠と監査手続については 伝統的監査方法以上の証拠と手続が必嬰である。
このような経営監査は，今日の財務諸表監査からの発展であり.CPAが，経営批査人として
最も資格があり，伝統的にも経営のアドバイスを与えており.近年，監査人の経営コンサルティ
ング機能は急速に進展している。従って.監査機能とコンサルテイング機能の聞の統合の必要
性が生ずる(}7)。次に経営監査人の独立性の問題が重要であるが簡単には解決できないとする。
また監査人の法的責任についても考慮されなければならず，経営監査の発展につれて.抵抗!n賠
償請求の可能性が増加することとなり，監査人に現在の経営管理の手段の適切性および過去の
経営管理の実践の適切性についての専門的意見を，正当化する責任が課されることになるので
あるから.経営監査の実施と責任の程度が研究されなければならない。しかしいずれにしても
企業の経営活動の証明についての必要性のゆえに，何らかの形における経営監査が始まること
となるであろうとパートンは予測している(18)。パートンの論述は，主として経営監査の個別
的問題の提起ということである。そしてマウツ・シャラフの"ThePhilosophy of Auditing"を
基にランゲンデルファー (H.Q.Langenderfer)とロパートソン(J.C.Robertson)が.さらに経
営監査の理論的体系を明らかにした。
ランゲンデルファーとロパートソンは.監査済みの財務諸表によって提供されるものより広
い範囲で企業の経営管理を評価するという問題において 株主，債権者および財務関係者に広
い関心が持たれている最近の出来事があるとして，そして.経営管理および経営活動について
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の追加的情報が要求されていることが明らかであるとする。この要求を満足させるための可能
なアプローチが，経営監査 (managementauditing)であり，それはしばしば経営管理を評価
す忍技術として述べられている。この評価過程それ自体が経営監査であるとする。そして通常，
経営監査の議論は2つ理由で論議され始めているとする(19)。第一は.経営監査という用語の
正確な意義について一般的な承認がないということであり.第二は，独立監査機能の構造の中
で経営監査の明白な理論が存在しないということである。これらの2つの論題の局面は，経営
監査の研究により困難な課題しかも現在の会計および監査思考のより興味ある領域の一つを
f乍っているとして，ランゲンデルファ一等は，簡潔に経営監査についての定義的問題と合理的
問題を研究しそして独立経営監査を含む監査機能の拡張についてのいくつかの詳細な理論的
構造を提示するとする。
ランゲンデルファーとロパートソンは，経営監査の研究の論理的根拠について次のように論
じるのである。企業において関心をもっ意思決定者の情報要求に関連する前述のコメントは，
経営監査の研究のための論理的根拠の第一の要素を提供するとし加えて.多くの会計士およ
び監査人は，伝統的な財務証明機能の範囲の拡張にむかつてみようとするところの同じ要求を
認識することができる。彼等のコメントは，伝統的財務諸表から他の財務的および非財務的資
料に拡張するところの経営によって公開される情報を取り扱うとする。ランゲンデルファーと
ロパートソンは.経営監査の理論的構造について次のように述べる。まず理論的構造の骨組の
みを提示することとするとしている。幸いにも理論的組立の過程は最初から出発しない。す
なわちマウツとシャラフは，その著書の中でその理論的主張を支持するために，厳密な哲学
的論理的基礎にそって一般に認められた財務監査概念および公準を示す。 "ThePhilosophy of 
Auditing"が，一般に.たとえ財務監査のプロセスも強調するとしても.監査論についての研
究を更になすための基礎としては この労作を無視することは怠慢であるとする。しかし，財
務監査を強調するという理由からマウツおよびシャラフによって提示された理論的基礎は，独
立的経営監査の理論に対する試験的な一連の組み立てとしてのみみるべきである。独立的経営
監査に対する理論的構造は独立，証明の広い概念的基礎に存在する。明白に経営監査の過程
は，経営管理の過程の有効性の検査あるいは少なくともこれらの検査可能な過程に関連するも
のである。この特殊な関係における合意は.企業目標の達成に貢献するところの意思決定プロ
セスの支配的要素の評価を必要とする。そして経営管理プロセスの監査は，その活動と目的に
関する経営管理の表示に関する独立的証明に対する基礎を構成するものである。経営監査の理
論が今日の財務監査の理論と実務に一致する基礎を構成するということから「経営管理の表示
(management representations) Jの概念は，特別の明らかな意味を持っている。経営管理の
表示は，次のような2つの分類された資料に言及して用いられる用語である。(1)経営者が
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投資，政策，組織，人事.マーケテイング，製造および将来の予測についての意思決定に関して，
より広く伝達された報告において，公衆に公開するために選定する情報と， (2)経営者が種々
の理由のため公開しない情報であるとする。また以下に続く 2つの区分における経営監査理論
の核心を提示する前に，最も密接な2つの警告がおきなければならないとし事実，監査は会
計士の唯一の領域である。が，たとえそうであるにせよ，以下の論究が，経営監査は，CPAによっ
て必然的になされるべきであるということを提唱するものではないということを主張しなけれ
ばならないとしているのである。この警告は 伝統的監査思考の付随的な考え方である偏見を
除去することを希望するという理由から強調され，そして監査専門家の全く新しい体系が，そ
の業務を要求するであろうという理由から強調される。当分の間 誰がそのような監査を遂行
すべきかということは一つの明らかな問題であるとする制。
ランゲンデルファーとロパートソンは，次に経営監査についての諸概念と公準 (postulate)
を明らかにする。すなわち監査理論(財務および経営監査の両方)の核心を形成する概念と
公準は，<図表3>のように示されるとする (2lJ。そして次のように述べる。理論の広い範囲
で2つの明白な概念のカテゴリィーが明らかである。これら 2つのカテゴリィーは，前・公
準 (pre-postulate)の概念と，後・公準 (postpostulate)の概念として名付けられる。図表で
は，組織的監査理論に関連する両方の一連の概念を提示する。そして前・公準概念は，すべて
の監査理論における概念の特性を基礎にするところ広い哲学的事項であるとし，これらの理論
の重要な局面はThePhilosophy Auditingにおいての総括的研究課題であったとする。次に，
後・公準の概念は，理論的体系におけるより小さい体系であるとして認識されなければならな
い。しかしそれらは組織的な意味すなわち広い概念が，監査業務上の諸手続における理論より
は少なくない重要性がある。すなわち，図表における構造の更に一層の拡張が，両監査の関係
領域における証明機能の実施に関連する手続と規則を明らかにするであろうということに注目
しなければならないとする。財務監査の後・公準概念の調査は，独立的監査内容に全く密接し
ているところの考えと目的を明らかにする。しかしながら財務監査の後・公準概念は.一方で
は，経営の一般的内容に密接しているか，独立的経営監査の内容における明らかなあるいは特
殊の意味はない。又，く図表4>で比較形式において提示された仮説は，経営監査の機能的理
論に一歩近づくためにこれらの用語に理論的意味を寄与する手段として提示されたものである
とし，これらの公準は，今や経営監査の理論の核心を形成するとする (2)。
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<図表3>監査理論の構造の表示
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<図表4>財務監査公準と経営監査の仮説の比較
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(財務)監査の仮公準 l独立的経営監査の仮説
1.財務諸表および財務的資料は検証可能な 1 1.経営管理の表示および意思決定の基礎は
ものである |検証可能なものである。
2.被監査会社の監査人と経営者との聞には 1 2.被監査会社の監査人と経営管理者との間
必然的利害の争いはない。 Iには必然的な利害の争いはない。
3.検証のために提出された財務諸表および 1 3.検証のために提出された経営管理組織に
他の情報は共謀およびその他の異常な誤謬が|関する経営管理の表示とその他の資料は共謀
ない。 1およびその他の異常な不正はない。
4.誤謬の蓋然性を除去する満足な内部統制 I4.満足な経営管理の統制組織の存在が経営
組織の存在。
5一般に認められた会計原則の首尾一貫し
た適用は財政状態および経営成績の適正表示
を結果する。
意思決定の基礎となる経営管理の表示および
情報は内部者か外部者から異常な不正を受け
るという蓋然性を除去する。
5.合理的な経営管理の基準の首尾一貫した
認識および適用が有機的目的を成し遂げるた
めの経営管理組織の有効性に意味深く貢献す
る。
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6.被監査会社について過去に真実であった I6. a反対の明白の証拠がない限り内部経営
ものと反対の明白な証拠のないかぎり，将来 l管理組織は変化に相関的に抵抗するというこ
における真実性を保持する。 Iとそして近い過去においてなされたものとし
て将来機能するであろうということが推定出
来る。
b反対の明白な証拠がない限り，企業に影響
を与える外部環境変化が過去になしたものを
将来必らずしも保持されないということが推
定出来る。
7.独立的意見を表明する目的で財務資料を 17.包括的な公聞を提示する目的のために経
検査する時，監査人はもっぱら監査人として|営管理の表示を検査する時，監査人はもっぱ
の能力をもって行動する。 Iら監査人としての能力をもって行動する
8.独立監査の職業専門家的地位は同一程度 18.内部および外部利害関係者集団が独立監
の職業専門的義務を課される。 査人によってなされた公開に依存するであろ
う事実は監査人に同一程度の義務を視す。
そして， これらは，この理論構成の段階で極めて仮説的なものである。というのはそれらの
多くは，監査論の中でテストされたり議論されていないからであり. しかしこれらの似説を
含む経験的研究が将来への最も緊急の要求であるとする問。そして最後に次のように述べる。
すなわち，経営監査論は，監査論の名前で呼ばれている限りちょうど財務監査論がその関係の
なかで認められるのと同じように一般的な証明の関係において認識されるべきであるo コンサ
ルテイングサービス，内部監査および投資決定アドバイスを内包するその用語の他の)JJい方は
遺憾なことである。用語および理論の一般的な同意および認容によってのみ独立的な紙常監査
を含む証明機能の拡大によって手に入れることが出来る利益に到達するために動き出すことが
出来るのであるとして独立的経営監査を指向している例。
以上，アメリカにおける業務監査および経営監査の展開過程およびそこにおける論点について
瞥見してきたわけであるが，経営監査論の検討されるべき課題を含めて要約すると次のようになる。
(1)経営監査論の理論的構造が その本質を含めて明らかにされなければならない。すなわ
ちそれは監査証明機能の対象の可否の問題を含むであろう。
(2 )経営監査の判断基準である「合理的経営管理の基準」の具体的な基準および指針が設定
されなければならない。この際，一般的 包括的基準の設定可能性が問題となろう。
(3)経営監査の実施基準が設定されなければならない。この際監査手続および監査証拠が
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その中心的課題である。
適格性および倫理基準が明確にされおよび改訂されなければなら(4 )経営監査人の独立性
この際同時に，正当の注意および法的責任の問題が生じよう。そしてこれら問題は，ない。
内部監査.業務監査およびマネジメント・サービス等と経営監査の本質的相違との関連である。
( 5)経営監査報告書の様式が検討されなければならない。すなわち.統一化の可否および長
文式か短文式か他の方法かである。
以上が経営監査を実施するに当つての解決すべき問題点である。経済社会の環境変化によって.具
体的には，外部監査人による業務監査の必要性と現実の実践 (25) または政府および、州機関の能率監
査という形態でのCPA事務所による参加方式の存在から (26) 経営監査の具体的な実行も単なるCPA
のサービスの提供拡大という観点からのみでなく 社会経済的要請によって今後制度化される可能'性を
考慮する時，監査機能の拡張と関連して.CPAの独立性の基準，正当の注意の基準等が(幻検討さ
れることが期待され，ひいてはそれらの問題解決が.r監査証明」の原理の精綴化の一助となるであろ
うと考えられ.このことは，本論稿の主題である業績公監査の検討主題と合致しているものと考えられる。
公経営監査の理論構造4. 
国・地方公共団体等の行政管理・運営の構造は<図表5>のとおりである。
国民・市民・納税者「公けの知る権利J(パブリックインフォームドコンセント)
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国民・市民・納税者に対してパブリックアカウンタピリティ目的の公会計及び公監査すな
わち公経営監査(広義の業績公監査)の履行が必要となる。必要性の概念は.<図表5>で明
らかなように. i公けの知る権利」に対する信頼性を担保された公会計による業績(行政成果)
開示と公監査の実施である。図表5内の大印は，公監査機能を示している。
国・地方自治体等の公的機関の行政マネジメントの構造とフローは.<図表6>のとおりで
ある(お)。
法f4t
歳出条件
立法上の内務
<図表6>完全な行政マネジメントプロセスと公監査・公会計体系
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<図表6>のように公監査領域の公的機関の適切な行政・業績管理統制によって，経営管理
が遂行される。左側が経営領域と公会計領域であり，この信頼性を確保するために右側の業績
公監査を含む公経営監査領域が不可欠となる。前述の経営監査思考と同様の構造である。
次に公的機関の公会計・公監査が要求されるべきパブリックアカウンタビリテイの階層構造
は.<図表7>のとおりである。
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く図表7>パブリック・アカウンタピリティモデル
公的説明・会計責任
説明会計「¥〉¥ C i 、¥拡乙大
イア / 縮欽
カ
ウ
ン
受託責任
社会的責任
アカウンタピリティ関係は，アカウンタピリティ概念からパブリックアカウンタピリテイ概念履行
へ公的機関の公的資源の使用から拡張がみられ会計監査から経営監査への拡張と閉じ基礎にある。
GASB (政府会計基準審議会)によれば，政府機関の業績マネジメントシステムの構造は<
図表8>のとおりである(ぬ)。
く図表8>政府業績マネジメントシステムモデル
業績マネジメントの結果は外部報告されるが，このことはIPSAS(国際公会計基準審議会)
もサービス業績の責任の割当にとって重要とされており側 ここにおいて業績公監査がシス
テムモデルの機能達成のために不可欠となる。<図表8>は 公的機関の経営成果の測定・開
示システムの構築を目指したものであり，広義の公会計・公監査構造を意味している。ここに
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おいて公監査領域は経営・業績監査性を帯ぴている。
<図表9>のとおり示される。業績公監査の監査判断の要素すなわち 3Eの関連は，
<図表9>業績(行政成果)公監査のための要素，相互関係国
tJ会
被~~~t究機関
?
『
、 ? 、
? ? ?
?
このプロセスのインプットからアウトカムのフローは，公的機関の経営プロセスを意味して
この 3E要素は，営利このプロセスにおいて公経営監査が実施されなければならない。おか
企業経営においても同一で、ある。
公的機関の統制範囲の構造を示すと<図表10>のとおりである。
<図表10>公的機関の統制範囲の構造モデル
Oコーポレート1/パナン只
Q;控iJt(行政・政策1&県)竹~ll統制
⑮内部(財務)統I]IJ
VFM 
「会ill.'IHJl司'!拠1'1の統制j3E 
-5E 
現在の公的機関に求められる統制範囲は，@の業績管理統制であり，業績公監査すなわち.
公経営監査の基礎となる。すなわち図表にあるように@内部牽制及び⑤の内部統制を第一に構
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築する必要がある。更に行政成果をより高め目的達成を可能にするための統制が，⑥の業績(行
政・政策成果)統制であり，さらに公的機関全体の運営状況の統制が.⑮のコーポレートガパ
ナンスを含む経営管理統制である。これによって住民・行政側・議会側は.行政成果の実効性
をアップするための統制構造の構築の方法を知ることができる。この業績及び経営管理統制は.
営利企業の経営管理統制と同質と考えることができる。
公的機関の包括的業績公監査すなわち公経営監査の目的及び展開段階図は<図表11>のと
おりである。
く図表1 >公経営(広義の業績公)監査包括目的の展開 10段階
政府監査の要員聖区分 出i干E判断の基準及び測度 )t!.l)ij 
公議 広義の合法性ま ①狭義の合r封主段J't 法規述反行為・不定・定用の摘発 i!ll段I枠たは準拠性ない
監準
しは法規準処性 政策方針および予算の1'1的・手続・契約・安件の妥、目性・適切性の査拠 ②合規性・準拠十土監在 第2段「桁
性 監査 検証、内部統制とガパナンスの有必Y性
正軍島守まt:1土 ③財務諸表監査 財務清表の適正性・決算の正見性の検JU: 第3段階
決算監奇 ④財務関連敗有 予算・財務関i!lPJμ買のir.W性・妥当性の検証 i!l4段階
(業績世主資の類型) (損'Jtlrの奴型) (主な訓l度又は指標) (iI!lVJ[σ刃格'j)
インプットコスト、作業 ([)目的適合性
インプット測度 眠、サー ヒスニー ス'と情、
⑤経済性監脊
プログラムインプット (2)有効代: !fi5段断
サービス努力、活動プロ
話量
アクティビティ
セス、i'iilr.iの利用プロセ
(有用性)
広義の効率件ま !日IJ)J[
たは生産性監査
ス (3)反応性
提供財・サービスの質、
アウトプット
一定の質のサービス倍、 (1)経I芹判
議 邸VJ率性胃i査 ilWl[ アウトプットプロセス 第H羽fi，キ('1fj!I可if;l主)
効率札制度
プログラム効ヰ吋生、
ポリシ-xlJヰ叩主 (5)比般可能性
プログアム有xiJ!'上、ポリ
狭義の有
⑦凶的i主成の枇1i. 引先l刑制度 シーイi~Ji'1 、コスト有効 (6)明瞭十J i!lH刻併
効性監査
1'1 (sI!sI平"J(ilji'.主)
コストヘネフィット、コ
広 アウトカム証制度 ストアウトカム、サーピ (7)瓦検1'1
V スの'ffド 義 (8)接近引を性m ③アウトカムの肝:，1i: 短期的インパクト、 第8段「特
註霊
dコ インパクトi!¥IJt主 NJ朋(YJインノfクト (9)包約内
有
効政策評価
説明測度 説明.JI凸E情報 (]O)納i湿1'1
性 監査
j-'(答案決定の条
イに+42おのIlJ;示、代将コー (]j)正併'(1'1
⑨代符重さの監査 i'l・プロセスの 百¥9段断
監 ，1平佃i スのレイアウト (]2) j，lfi!'t 
査 (]3)ユニーク性
政策の功罪・政
政策のm処、政策H的の
⑮価値判断のl出主
治((川JI*frの好仙
功.'JI¥、政it;(均tU!.決定の (I1) i歯1.¥性 ;'1;10段階
賢明快
(]5)完全1'1
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図表の展開段階は.法制度上の公監査目的の確立を意味するものであるから，法制度上で求
公監査人は識別しなければならない。公監査にはめられる公監査目的がどの段階であるかを，
公監査は，住民の納付した税金・公金10段階があることを住民・行政側・議会側も識別し，
ひいては行政運営の効率性，有効性の追求によって，住民にその効果の使途を監視し改善し.
これはその推進について関係者全体が努力する目標となる。
営利企業の業績目的と同質である。
業績成果の測定とこれに対する業績公監査の有効性監査の目標は，
カfかえってくるものであるから.
<図表 12>のように示
される (31)。
政策の目標結果
③ 
<図表 12>有効性監査方式
......~ 
政策実施後の結果…・..>
② 
ち見状による結果
??????????
① 現状の対策
この目標管理と成果結果如何が業績成果とな公的機関の行政目的は③を目指すべきであり，
このプロセスと成果の評価と実施することが求められる。り公監査目的は，
業績公監査の判断基準である 3E-5Eの概念をまとめると<図表 13>のとおりである。
く図表 13>3E~5E と VFM の概念の要素
① economy (経済性)
② efficiency (効率性)
③ effectiveness (有効性)
3E... 
またはenvironment(環境)④ equity (公平・公正性)
⑤ ethics (倫理性)
4E・
5E.. . 
?????
value=prudence (賢明性)， due diligence (相当の注意)，
regularity or compliance (合規性・準拠性)， probity (誠実性)，
integrity (健全性)， equity (公平性)
VFM・
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行政側・議会側は，行政事業業務の実施目的あるいは住民が求めている行政ニーズを3E-
5E ・VFMの要素でとらえて，具体的な目標尺度や指標を設定して，より迅速に，容易に行
政活動を行うことができる。一方，住民側もこれによって行政側が行おうとしている行政活動
が，住民のニーズに合致しているかの理解が可能となる。
3E-5Eの指標の要素の概念説明は<図表 14>のとおりである。
<図表 14>3E~5E の指標の要素
(1 )①陸済性1=最小のコストで適切な質と量の資源を調達
②同率倒=最小のコストまたは最小の資源のinputで最大のoutput
③|有効性j=目的志向、意図されたもの、意図されていないもの
④偏平副=サービスの公平性、不側、平等性(医耳・匿盟)
(2)①|努力(input)陣標
単位当りの財務・非財務資源抵
② tutputl指標
結果として提供されたサービスの物故、特定の質的要件の充たされた物量 (outcomeも)
③匝亘函指標
提供されたサービスから生じた成果 (out∞meも含む)
④|努力とアウトプット|との効率性(コスト効率性)
アウトプット単位当り資源又はコスト
⑤|努力とアウトカム又は結剰との関連(コスト有効性)
アウトカムの単位当たりのコスト、提供されたサービスの価値の評価
図表に示されるように， 3E-5E又はVFMの概念は相対的概念とも考えられるが，パブ
リックアカウンタピリテイの履行の判断指標としてその適合性が識別されなければならない。
これらを理解・識別すれば，具体的な行政活動の目標である3E-5Eの内容を行政側も理解
することができ，それら指標の設定が容易となるであろう。これらの諸要素は営利企業の業績
成果判断要素と同じである。
公経営監査と業績公監査の体系関係図は<図表 15>のとおりとなる。
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<図表15>公経営監査基準の体系と業績(行政成果)公監査の位置付けの類型
(第1類型) 公経営監査基準
財務報告公監査 業績 (VFM)公監査
(第2類型)
業*J't公監査
(第3類型) 公開監査基準
法規準拠性公監査
業績公監査
(第4類型) 公経営監査基準
法規準拠性公監査 1 業績公監1i
合規性公監査 財務公監査
(第5類型)
公経営監査基準
財務報告公監査 証明業務 業組公l世流
(保証業務水準)
公経営監査基準体系の類型は，諸外国における政府または公監査基準を分析すると<図表
15 >のように示すことができる。いずれも包括的な公経営監査体系を意味している。
業績公監査基準の不可欠の基準の体系を示すと.<図表16>のとおりである。
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<図表16>業績公監査基準の体系
公経営監査基準の体系で特に業績公監査の基準の重要な基準は，<図表16>のとおりであ
り，これらの準拠基準は.営利企業の経営監査基準の要素と同一である。
5.業績公監査プロセスの体系
経営監査論構築のための課題である合理性や実施可能性の観点で，業績公監査をみてみる。
業績公監査は，被監査機関作成の業績(行政成果)報告書を基に実施されることが原則である
が，その実施プロセスにおける QC上の留意点を，各国の業績公監査基準や公監査マニュアル
等を参考に 15の段階(ステージ)に区分し，各ステージの QCチェックに必須の 55の項目で
示すと下記のようになる。
<図表 17>業績(行政成果)公監査プロセスと QCチェックリスト
公監査過程と QCチェック項目
業績公監査実施上の手続・技術，証拠資料，根拠
データ等の例示
(ステージ1)業譲方針の法的根拠の確証化の段階→このステージでは，行政側・公監査人
側は， 目的・目標となる行政活動の法的根拠を識別することができる。
l 首長マニュフェストの有無
マニュフェストで「健全化・活性化のための取組，
良質な行政サービスの提供のための取組」を公約
2 
立法府の政策決定方針(達成目標) 中期計画，予算関連資料.地域行政サービス計画
の明確化 の明示
3 業績目標管理方針の明確化
業績(財務・非財務)指標による経営管理方針の
明示
4 根拠条文(法規準拠性) 事業の設置等に関する法令・条例・規則
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(ステー ジ2) 目標達成の管理システムと具体的な指標・コスト指標の確証化の段階→この
ステージでは，行政側・公監査人側は目標となる行政活動の具体的な尺度・指標を明示する
ことができる。
中期運営プラン(中期・年度計画)，部門別，業
5 目標業績管理システムの確証 務別目標設定.経営改善行動計画.民間機関との
機能分担等を明示
(1)経済性 マニュフェストで「健全化・活性化のための取組，
良質な行政サービスの提供のための取組jを公約
( 2)効率性 中期計画，予算関連資料，地域行政サービス計画
の明示
目 (3 )有効性(結果=output) 業績(財務・非財務)指標による経営管理方針の
標業績制度
明示
6 
(4 )有効性 業務有効性・効率性インディケーターと比較指標，
(成果=outcome) 市民・利用者満足度指標，機能・拠点単位による
標指
指標の向上
(5 )有効性(代替案，代替コー 中期運営プラン(中期・年度計画)，部門別，業
スのレイアウト) 務別目標設定，経営改善行動計画.民間機関との
機能分担等を明示
(6 )公平性・倫理性 行政サービスの公平性と倫理性の適用指標
(7)短・中・長期インパクト 短・中・長期的影響度の指標
7 
ベンチマーク・標準(スタンダード) 行政サービス業務との比較，事業の独立採算性指
指標(クリアリングハウス化) 標，行政サービスの効率性・品質指標
コスト指標(フルコスト，共通原価 行政サービス費用(給与費，材料費.経費，減価|
8 の配分) 償却費その他費用)，直接費・間接費配賦計算手続，
機会原価
9 コスト効率性・有効性 コスト効率性指標，コスト有効性指標
10 業紺意図の確認 法規の立法趣旨・意図の分解と解釈
1 業組i準拠性・評価の重要性水準 結果報告，改善勧告報告，開示の重要性基準
12 
測度・指標の妥当性・適切性水準 測度・指標の合理性，正確性，妥当性，目的合致
性
13 測度・指標の事前監査手続 測度・指標の設定プロセスの妥当性
(ステー ジ 3)業績公監査証拠の説得性・理論性の確証化の段階→このステージでは，公監
査人側は，業績公監査結果の意見表明の根拠を立証するための適切な証拠力を判定すること
ができる。
14 業績証拠の証明力・立証性 」証拠力関力の強弱指標，説得性論理性証拠
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(ステー ジ4) 目標業績の法的根拠の確証化の段階→このステージでは，行政側・公監査人
側は業績目標の具体的な法的根拠と遂行手続の合理性の判定根拠を識別することができる。
15 業績の法規準拠性 3E~5E の法規準拠性内容の確認
16 
業績計画・実施・報告・フォローアツ 業績遂行手続の合法性
プの法規準拠性
(ステー ジ5) 目標業績達成の実行計画一実施過程一評価過程一報告書作成過程の確証化の
段階→このステージでは，行政側は， 目標とする行政活動の目標達成計画の各要素を識別
することができる。
業績(行政)成果計画書の作成の有 業績測度・目標値，マネジメントシステム・業務
17 
鉦 インデイケータ一等業績目標達成指標と個別事業|
予算書と関連性の明示.BbyC指標の明示，進行
管理
目標実施プロセス(工程表)の公表 予算要求(積算)書類上の目標達成スケジュール
18 の有無 (例:物品・サ}ピスの管理体制，部門別・業務
別進捗状況管理手法の実施プロセス)
業績(行政)成果測定プロセス 業務別会計資料，部門別・業務別損益計算書，業
19 (マニュアル)設定の有無 務別損益計算手続・成果集計システム(ルール化・
マニュアル化).成果統括部署チェツクシステム
業績(行政)成果評価プロセス 成果測定結果と. (事前設定)目標との比較，指
20 
(PDCA)設定の有無 標自体の客観性・信頼性の分析・評価システム，
一般会計費用負担額指標，インディケーター比較
分析，政策評価プロセス
業績(行政成果)報告書(年次)の アサーションの設定，経営改善行動計画，年次(業
21 
公表の有無 績)報告書の作成と公表.業績成果の決算関連書
類への的確な明示・公表説明情報.業績成果指
標の欠陥性の報告
22 
プログラム環境，オベレーション環 行政サーピスプログラムの環境条件
境の評定
23 政策決定過程の報告書の公表の有無 業績政策決定プロセス
24 業績成果指標の重要性水準の明示 質・量的水準
(ステー ジ6)行政側の業績管理統制リスクへの対応の確証化の段階→このステージでは，
行政側は，自己の行政活動で発生する可能性のあるリスクの識別とその対応コントロールの
整備状況水準を識別することができる。
25 
マネジメントリスクの認識(業績管 業務ミス，業務のリスクの識別，ガパナンス体制
理統制)水準
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26 リスク低減対応策の明確化
経営効率化の方策，インセンテイブ方式の導入.
業務ミスリスクの対策
(ステージ7)公監査対象業績の特定化と対応の監査手続・収集すべき証拠資料の確証化の
段階→このステージでは，公監査人側は，業績公監査実施のための手続適用と収集すべき証
拠と証拠力を識別することができる。
業績公監査目的の特定・業績実績の報告・意見JUil
27 
業績成果報告書の公監査の目的 取，行政評価(事務事業評価)としての自己評官I!i'
(objectives)の設定 第三者評価，監査手続(現地視察.質問，閲覧，
吟味，分析手続)の適用方針
28 目的水準の予備調査 公監査目的と保証水準決定の予備調査
29 
業紺i公監査目的の公共の利益性の評 業績公監査の市民・納税者の役割期待度
価
30 組織的公監査手続の実施体制 組織的・チーム的・業務相関関係
31 業制公監査技術・手続の開発体制 公監査技術・手続の開発と集積
①効率性(経済性)の検証(イ
物品の効率的使用監査，施設管理保守契約の随意
ンプット・アウトプット)
契約妥当性の監査，保守管理・発住方法(例:分
割-一括発注)の監査
②有効性の検証 マネジメント・業務インデイケーターの指標の確
業績公
(アウトカム，インフルエンス) 認，アウトカム評価，インパクト許制li指概
③公平性・倫理性の検証
行政サービ、ス及び、受け手の公平性・倫理性の桁概
の監査
32 ④コスト効率性・有効性の検証 部門別・課別・業務別コストii"H):.コスト効水性・
(機会費用) コスト有効性の監査
証拠 ⑤フル・ネット・トータルコス コスト分析，集計プロセス
トの識別と算定根拠
⑥代替コースのレイアウトの明 行政サービスの代替コースの拠示・選択の指標の
確化 監査
⑦適用プロセスの明確化
行政サービスの事前・継続中・事後プロセスの各
段階監査
33 
業績成果報告書作成マニュアルの検 業績成果報告書の作成プロセスマニュアル
証
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業績公監査手続上の留意点の明確化 保証水準の明示.保有資産の定期的現物検査(記
i限・転記漏れ).高額機器の利用状況，遊休資産，
未収金，不納欠損等，貸倒引当金，退職給付引当金，
単位問調整勘定，内部留保資金残高，預り金，物
34 
品のコストと管理体制(紛失ロス管理含むに高
額物品消耗品管理，負担金操作，カットオフの調
整個人情報確保(顧客) 苦情(クレイム)報 l
告書，業績公監査証拠の類型と信頼性の測定，業
績管理統制の評価，公監査調書の完全性と証拠能
力
35 
業績公監査の事前・継続中・事後的 事前・事業継続中・事後公監査の適時性
適用の合理性
36 
業績公監査の証拠の合理性・説得性 証拠の理論性・説得性
の判定
37 業績成果の包括的評価 成果評価の包括的・理論的評価
(ステー ジ8)業績公監査報告書の作成・審査プロセスの確証化の段階→このステージでは，
公監査人側は業績公監査結果の意見・報告の保証水準，重要性水準の審査の QCをを確かめ
ることができる。
監査委員による業績公監査(行政監査，財務監査
38 
業績公監査報告(利用者・利用目的) の3E-5E監査)と包括・個別外部監査目的の
の作成プロセス 確認.公監査結果報告書.公監査意見報告書，改
善勧告報告書，監査報告書の保証水準
39 業績公監査非準拠性報告の明示
非準拠性報告，業績測定の品質報告，業績結果・
改善報告
40 業績公監査報告書の保証水準の明示 保証業務水準の確定手続
41 業績公監査報告書の限界表示 業績公監査報告書利用者への警報
42 
業績公監査の建設的勧告事項の明確 公監査結果による改善勧告の強弱
化
43 
業績公監査意見の説明の論理性・説 公監査意見の論理的説明性
得性
44 
政策の功罪，価値判断の境界基準の 有効性意見の境界判断基準
明確性
(ステージ9)業績公監査による非準拠性結果の報告の確証化の段階→このステージでは，
公監査人側は，業績公監査結果の法規準拠性の観点の意見水準，責任関係を確かめ.改善勧
告の品質を確かめることができる。
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行政府の措置状況(改善勧告) 経営改善・フォローアップ委員会の開催，監査結
45 
果の執行機関の改善・見直しシステムの妥当性，
結果フォローアップシステムの有効性，担当部局
等の責任水準の明確化
46 
結果公表の有無 決算書(事業別報告).中期計画の達成状況，行
政評価の結果報告書の作成・公表.web公表
(ステー ジ 10)公監査人の独立性・適格性の確証化の段階→このステージでは，公監査人
側が公監査人の独立性・適格性 適用した正当な注意の範囲水準を認定することができる。
公監査人の適格性 独立性の 当該自治体と利害関係無し外部公監査人，内部
判定 公監査の利用
47 
適格性の 業務・業績監査の専門能力を有する者，公認会計
判定 士等の専門家の活用
48 他の専門家の利用の妥当性 業績公監査の専門知識の活用水準
49 
公監査人の業績公監査の正当な注意 公監査人の職業的懐疑，(.、
の評価
(ステー ジ 11)公監査の QCプロセスの確証化の段階→このステージでは，公監査人側は，
公監査手続実施全体の QC水準を評定することができる。
50 
品質管理(内部・外部QC)プロセ 業績成果測定・業績公監査プロセスのレピ、ユー，
スの妥当性 外部QC
(ステージ 12)立法府の処置の確証化の段階→このステージでは，行政側・公監査人側は
業討i公監査の意見・報告結果の責任水準を確かめ 立法府側の対応を確認することができる。
51 
立法府の審議(決算・予算)・措置 当該監査報告・成果報告の誠会での次年度予算審
状況の評定 議活用，議会の責任水準の明確化
(ステー ジ 13)業績公監査の結果による財務・財源システムの確証化の段階→このステー
ジでは，行政側は業績公監査結果を受けて財務・財政的対応活動を確かめることができる。
52 
財務管理システム(財源・財務)設 資金運用・調達・財源選択(短期・長期借入). 
定の評定 自己収入財源の見直し
(ステージ 14)事後的評価・格付の確証化の段階→このステージでは，行政側・公監査人
側は業紺公監査結果による業績結果の格付や評価品質を評定することができる。
53 
評価・格付の有無とその評定 業績成果報告書・監査報告書の水準，品質の評価
指標の影響
(15)業績公監査結果に対するインセンテイブ付与及び責任の確証化の段階→このステージ
では，行政側は業績公監査結果により，インセンテイブ，責任追求の水準を確かめることが
できる。
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54 
インセンテイブの妥当性/責任の明 ベスト・ベタープラクテイスの報償性と不十分，
確化の妥当性 欠陥の責任性
ペナルテイの履行の合法性・準拠性 経済性・効率性・有効性欠陥事務事業執行のペナ
55 ルテイ，次年度予算削減・補助金の削減(返還)， 
効率性・有効性欠陥の人員配置の見直し
(2013年1月鈴木豊作成)
以上，各ステージにおける業績公監査のプロセスとその特徴を示すことによって，国・地方
公共団体等の公的機関におけるあるべき公監査が，究極的には公経営監査として構築される理
論的経緯と根拠を明らかにした。また特に，これが実施可能であること及びそのメリットを特
に<図表17>において業績公監査過程を分析し明示したものである。
むすびにかえて
国・地方公共団体等の公的機関に対する公監査は 前述したように包括(完全)公監査とも
呼ばれるように，営利企業の監査とは全く異質で、あることを識別することが必要である。この
識別が確定的に出来ないことが，制度の確立と運用の暖昧さになるのである。<図表11>の
公監査の体系にあるように，公監査対象の類型から法規準拠性公監査，財務報告公監査，業績
公監査の大分類となり，展開段階は①~⑮の第 10段階まであり，これを包括的業績公監査と
定義することによって公経営監査と同質的と考えられる。公経営監査は.前述から示すように
監査機能の拡張である外部業務監査及び外部経営監査を淵源とすること及び課題の同等性が推
認出来る。現在，地方公共団体等の公的機関における公会計・公監査改革の検討が進められて
いる。地方公共団体の住民・市民へのパブリックアカウンタビリテイ遂行の結果のディスクロ
ジャーとその信頼性を担保する公監査制度は.車の両輪である。特に，行政側の地方公共団体
と議会側では，住民・市民に対して積極的に行政・政策の成果を適切に測定し開示し，公監
査が行われなければならない。そのためには，行政府が実行する行政活動の全体像を業績管理
活動として観察することが必須であり，公監査においては，業績(行政・政策成果)公監査が
その目的範囲である。そこで本稿では，行政側・議会側・公監査人側にとってあるべき業績公
監査と具体的に実施可能な業績公監査の体系と，そのメリットを提示してきた。
具体的には，我が国においても地方公共団体をめぐる公会計・公監査改革の検討が進められ
ておりこれらを総括的に示すと<図表18>のとおりである。
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<図表 18>地方公共団体の財政健全化法制・連結経営と公会計・公監査改革の連関
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上図に示されるように，公会計と公監査制度構築これに基づく連結経営による地方公共団体
の全体の業績管理統制が，その展開方向であることは明らかである。このように国・地方自治
体等の公的機関にとって，特に国民・市民・納税者からの税金・公金支出に対する効率的・有
効的な使用に対する公監査要求への対応が課題となっている。前述してきた業績(行政・政策
成果)公監査の制度構築のためには，その理解と公会計基準と公監査基準の設定が不可欠であ
る。それらメリットを実現するためには，パブリックアカウンタビリティに関する諸機関及び
現行の公監査の関係者の一層の努力が望まれるところである。
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